
あなたの事業所では、
残業（ 時間外・休日労働）
を行う必要が生じていますか？

※新技術・新商品等の研究開発業務
に就く従業員には、上限規制は
適用されません。

Yes

No

「36協定」を労使で結んでください。

その上で、所轄労働基準監督署に
「36協定届」を提出してください。

原則として、
①法定労働時間：

(ア)１週:40時間
(イ)１日:８時間

②法定休日：毎週１回又は４週を通じて４日
以上

業務の繁閑等がある場合、変形労働時間

制等を検討しましたか？

Yes

No

〇1か月/1年/1週間単位の変形労働時間制
〇フレックスタイム制
何れかを導入することで業務の繁閑等に応じた
働き方をすることが可能になります

Yes

あなたの事業所は、過半数労働組合
（ない場合は「労働者の過半数を代表
する者」）との間で、 36協定（時間外
・休日労働に関する協定）を結んで
いますか？

変形労働時間制等では対応しきれない、

もしくは変形労働時間制等を導入した上で

残業を行う必要が生じている場合

No

・月45時間以内

・年360時間以内

の時間外労働を行うことが可能です※。

Yes

No

あなたの事業所では、時間外労働が、

「月45時間以内、年360時間以内」

を超えることはありますか？

「臨時的な特別の事情」がある場合、

特別条項を定め、労使が合意することで、
・月100時間未満

・複数月平均80時間以内

・年720時間以内

・月45時間超は年６回まで

の残業を行うことが可能です※。

※いずれの場合でも、以下の条件を超えて
残業を行うことはできません。

・時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満

・時間外労働と休日労働の合計につき、
｢２か月、３か月、４か月、５か月、６か月
それぞれの平均｣が、全て１月当たり80時間以内

ポイント１

ポイント２

ポイント３

ポイント４

ポイント５

残業（時間外・休日労働）の対応フロー

一般条項

はこちら

特別条項

はこちら

（記載例はこの冊子の一番最後にもあります）



労働者が 法定労働時間（※）を超えて 働く場合には、あらかじめ
「時間外・休日労働に関する協定（３６協定）」の届出が必要です。

法定労働時間は、業種や規模によって異なります。

原則 …１週:４０時間､１日:８時間法定労働時間

毎週１回または４週を通じて４日以上

（午前０時～午後１２時の１暦日の休み）

休日の最低基準（法定休日）

（※）法定労働時間 とは

ポイント１

原則 …１週:４４時間､１日:８時間法定労働時間

【例外となる事業場（支店、営業所など）】

労働者１０人未満の商業、映画・演劇業（映画製作の事業を除く）、保健衛生業、接客娯楽業

業種や業務の繁閑等に応じて、変形労働時間制を導入することが可能
です。下のフローチャートで確認できます。

1か月単位の
変形労働時間制

1年単位の
変形労働時間制

1週間単位の
変形労働時間制

フレックスタイム制

労使協定の締結
○

※就業規則への
定めも可

○ ○ ○

労使協定の届出 ○ ○ ○
○

※清算期間が１か月
以内の場合は不要

特定の事業・規模のみ － －

○
労働者数３０人未満の
小売業、旅館、料理・

飲食店

－

休日の付与
週1日または
4週4日の休日

週1日
※連続労働日数の上限

は原則6日

週1日または
4週4日の休日

週1日または
４週 4日の休日

法定労働時間の上限 －
1日１０時間
1週５２時間

1日１０時間 －

1週平均の労働時間
４０時間

※特例措置対象
事業は44時間

４０時間 ４０時間
４０時間

※清算期間が1か月以内で
特例措置対象事業は44時間

あらかじめ時間・日を
明記

○ ○ － －

１日の所定労働時間が短縮できる場合
例：月～金が７時間20分、

土が３時間20分

１か月単位の
変形労働時間制

１年単位の
変形労働時間制

１週間単位の
変形労働時間制

（規模30人未満の小売業、旅館、

料理・飲食店に限る）

フレックスタイム制

通常の労働時間

週40時間、

１日８時間

労働時間の短縮に効果的と

思われる労働時間制度

小さい

業

務

の

繁

閑

が

直前にならないとわからない場合

１週間に休日が２日程度確保できる場合

月初・月末・特定週などに業務が忙しい場合

特定の季節（夏季・冬季など）、特定の月
などに業務が忙しい場合

始業･終業の時刻を労働者に自由に選択させることができる場合

業

務

の

実

態

大きい

ポイント２



以下の条件で協定を締結することができます。

①時間外労働が月45時間以内
【例】（次ページにモデル勤務時間の説明あり）

・あるひと月だけをとれば、平日に19時半まで、土曜日に16時半まで残業すると、おおよそ1月の上

限になります。

平日 9:15～（1時間休憩）～17:15 （15分休憩）

17:30～19:30：実働9時間（うち時間外1時間）

土曜 9:15～（1時間休憩）～15:15 （15分休憩）

15:30～16:30：実働6時間（うち時間外6時間）

⇒ １週当たり時間外労働：1時間×5日＋6時間×1日＝11時間

⇒ 11時間×４週＝44時間 ※28日の月の場合

②時間外労働が年360時間以内
【例】（次ページにモデル勤務時間の説明あり）

・1月～6月の平日に19時半まで、土曜日に16時半まで残業し、7月～12月の平日に18時15分まで残業

すると、おおよそ1年の上限になります。

1月～6月の平日 9:15～（1時間休憩）～17:15 （15分休憩）

                        17:30～19:30：実働9時間（うち時間外1時間）

土曜 9:15～（1時間休憩）～15:15 （15分休憩）

15:30～16:30：実働6時間（うち時間外6時間）

7月～12月の平日 9:15～（1時間休憩）～17:15 （15分休憩）

                        17:30～18:15：実働7時間45分（うち時間外0時間）

⇒  1月～6月の１週当たり時間外労働：1時間×5日＋6時間×1日＝11時間

⇒ 11時間×４週×6月＝264時間 ※28日の月の場合

協定を締結した場合でも、以下の条件を超えて時間外労働・休日労働をさせることができま

せん。

③時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満
【例】（次ページにモデル勤務時間の説明あり）

・ あるひと月だけをとれば、平日に19時半まで、土曜日に16時半まで残業し、さらに、日曜日に４回、

計55時間休日労働をすると、おおよそ１月の上限になります。

平日 9:15～（1時間休憩）～17:15 （15分休憩）

17:30～19:30：実働9時間（うち時間外1時間）

土曜 9:15～（1時間休憩）～15:15 （15分休憩）

15:30～16:30：実働6時間（うち時間外6時間）

⇒ １週当たり時間外労働：1時間×5日＋6時間×1日＝11時間

⇒ 11時間×４週＋55時間（休日労働）＝99時間 ※28日の月の場合

④時間外労働と休日労働の合計につき、

｢２か月、３か月、４か月、５か月、６か月それぞれの平均｣が、全て１月当たり

80時間以内

３６協定を結ぶ労働者の代表は、労働者（パートやアルバイト等も含

む）の過半数で組織する労働組合がない場合には、労働者の過半数を代

表する方（過半数代表者）である必要があります。

⚫ 過半数代表者の選任に当たっては、以下の点に留意する必要があります。

➢ 管理監督者でないこと

➢ ３６協定を締結する人を選出することを明らかにした上で、

➢ 投票・挙手などの方法で選出する

➢ 使用者の意向に基づいて選出された人でないこと（※）

（※）会社による指名や、社員親睦会の代表が自動的に選出されることなどは不適切な選出となります。

ポイント３

ポイント４



⚫ 「臨時的な特別の事情」は、できる限り具体的に定める必要があります。

「業務の都合上必要な場合」「業務上やむを得ない場合」などは認められません。

（臨時的に必要がある場合の例）

・ボーナス商戦に伴う業務の繁忙 ・納期のひっ迫 ・大規模なクレームへの対応 ・機械のトラブルへの対応

「臨時的な特別の事情」があって労使が合意する場合（特別条項）に該当する

従業員については、以下の条件で協定することができます。

①時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年６か月が限度
ポイント4の①を参照

②時間外労働が年720時間以内

【例】（このページの一番下にモデル勤務時間の説明あり）

・1月～6月の平日に20時半まで、土曜日に18時半まで残業し、7月～12月の平日に19時半まで残業

すると、おおよそ1年の上限になります。

1月～6月の平日 9:15～（1時間休憩）～17:15 （15分休憩）

                        17:30～20:30：実働10時間（うち時間外2時間）

土曜 9:15～（1時間休憩）～15:15 （15分休憩）

15:30～18:30：実働8時間（うち時間外8時間）

7月～12月の平日 9:15～（1時間休憩）～17:15 （15分休憩）

                        17:30～19:30：実働9時間（うち時間外1時間）

⇒  1月～6月の１週当たり時間外労働：2時間×5日＋8時間×1日＝18時間

⇒  7月～12月の１週当たり時間外労働：1時間×5日＝5時間

⇒ 18時間×４週×6月＋5時間×4週×6月＝432時間＋120時間＝552時間 ※28日の月の場合

協定を締結した場合でも、以下の条件を超えて時間外労働・休日労働をさせることができま

せん。

③時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満

ポイント4の③を参照

④時間外労働と休日労働の合計につき、｢２か月、３か月、４か月、５か月、６か月

それぞれの平均｣が、全て１月当たり80時間以内

（注１）ポイント４・ポイント５の【 例】は、以下の勤務時間の事業所を例として想定

〇月～金始業：9時15分 終業：17時15分（７時間勤務）
〇土 始業：9時15分 終業：15時15分（５時間勤務）

      〇休憩時間：終業までに１時間、残業の場合は終業後に15分

※労働は、必要な限度にとどめることが必要です。

※休憩時間は労働時間に含まれません。

※時間外労働時間としてカウントするのは法定労働時間：１日8時間又は１週40時間を超過
する時間となります。

（注２）特定の業種に関する36協定届は別途様式を設けていますので以下をご覧ください。

労働基準監督署に申請または届出する場合に使う様式（厚生労働省HP)

ポイント５



※「一般条項」の記載例
※この届出で36協定書を兼ねることも可能です。



※この届出で36協定書を兼ねることも可能です。

※「特別条項」の記載例
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